
（円）

国庫補助額
（Ｃ）

交付金充当
経費（Ｄ）

起債額
（Ｅ）

その他
（Ｆ）

1
子育て応援給付
金給付事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けている下記世帯
に子育て応援給付金を支給することで支援を行う。
②経費全額
③約530世帯に3万円/1世帯の支給、事務費（消耗品・印刷
製本費・通信運搬費）
④次のいずれかに該当する世帯（生活保護受給世帯を除く）
　ⅰ児童扶養手当受給世帯
　ⅱひとり親家庭等医療費受給世帯
　ⅲ就学援助費認定世帯

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている児童扶養手当
受給世帯、ひとり親家庭等医療費受給世帯、就学援助費（準
要保護者）認定世帯のいずれかに該当する世帯（生活保護受
給世帯を除く。）に対し、「子育て応援給付金」（１世帯当たり
30,000円）を支給した。

成果数値
子育て応援給付金受給世帯数         480世帯

14,462,202 14,462,202 14,462,000 202 0 R2.7.21

2
子育て世帯食育
支援事業

①保育所（園）、幼稚園、小中学校等が休園（校）になる中
で、子どもたちの健やかな成長を支援するため、給食等がな
い時期に市内事業者の弁当等を食することで、健康の維持
促進を図る。
②経費全額
③ⅰ弁当等を購入するときに使用できる補助券を交付（買戻
負担金6,500人×5,000円）
ⅱ弁当1個購入につき牛乳を一本配布（委託料70円×6,500
人×10本）
ⅲ上記に係る事務費（消耗品費・印刷製本費・通信運搬費・
委託料）
④中学校3年生までの子ども全員

市内飲食店等で使用できる子育て応援券（中学３年生までの
子ども１人当たり5,000円分）を配布し、子育て応援券１枚につ
き牛乳（200ml）１本をサービス（協力店舗での使用のみ）する
ことで、子どもたちの食育を支援した。

成果数値
子育て応援券配布枚数         64,980枚
子育て応援券換金枚数         60,464枚
牛乳出荷本数                       45,625本

39,537,435 39,537,435 39,537,000 435 0 R2.11.19

3
中小企業者等相
談事業

①市内の中小企業者等が円滑に国や県からの支援を受ける
ことができるよう、社会保険労務士を配置した「中小企業者
等からの総合相談窓口」を開設する。
②経費全額
③報償費1,176千円（社会保険労務士（2,400円×7時間×36
日×1人）・税理士（3,400円×7時間×24日×1人））、相談窓
口開設に要する経費（消耗品費200千円、通信運搬費285千
円、委託料924千円（相談窓口事務処理委託）、事務機器借
上げ料217千円）
④市内に事業所を有する中小企業者、個人事業主

市商工会内に相談業務を行うための設備を設置し、社会保険
労務士などによる電話相談を実施した。

成果数値
相談件数         272件

1,090,929 1,090,929 1,090,000 929 0 R3.1.22

4
テイクアウト等支
援事業

①新たにテイクアウトや宅配を始める（始めた）飲食事業者に
対し、10万円を限度に補助金を交付する。
②経費全額
③10万円×100事業所（テイクアウト及び宅配を始めるため
にかかる経費のうち、広告宣伝費や消耗品費、宅配にかか
る人件費などの経費）、事務費（消耗品費・通信運搬費）
④市内の飲食事業者

 外出自粛要請に伴い、テイクアウトやデリバリーを実施した飲
食店に対して、事業に必要な費用に対する補助金を交付し
た。

成果数値
補助金交付件数         34件
補助金交付金額         2,964千円

2,976,800 2,976,800 2,976,000 800 0 R2.11.9

5
家庭学習環境整
備事業

①Wi-Fi環境のない家庭に対して、家庭用モバイルルーター
及びタブレットの貸し出しを行う。
②経費全額
③モバイルルーター450台及びタブレットの貸出（委託料480
台×7,975円・借上料22,500円×450世帯）
④市内小中学校に通うWi-Fi環境のない児童生徒の家庭

新型コロナウイルス感染症拡大防止による学校の臨時休業等
に伴い、児童生徒の学習環境を確保するため、インターネット
環境のない家庭にモバイルＷｉ－Ｆｉルータ及びタブレットの貸
出しを行い、自宅学習を行える環境を整えた。

成果数値
ルータ及びタブレット貸出台数         432台

13,341,570 13,341,570 13,341,000 570 0 R3.3.31

6
小規模事業者等
支援事業

①新型コロナウイルス感染症拡大防止のために社会活動全
体が低下し、売上等が減少した事業者を支援することで、地
域経済の停滞を食い止める。
②全額
③給付金額100千円×1,280事業者、事務費（消耗品費・通
信運搬費）
④任意のひと月で前年同月と比較して20％以上売上が減少
した企業等

売上高が減少した小規模事業者等に対し支援給付金
（100,000円）を支給した。

成果数値
給付金交付件数　1,120件

112,363,224 112,363,224 112,188,000 175,224 0 R3.3.17

7

交通安全指導事
業,学校運営事
務、学校支援事
業,学校給食事
業

①小中学校の授業日数増加に伴い、会計年度任用職員を雇
用することで、学校の円滑な運営を支援する。
②経費の全額（雇用保険被保険者負担金16千円は除く）に
交付金を充てる。
③会計年度任用職員の人件費7,924千円
④調理補助員20人、給食運搬員25人、学習支援員11人、特
別支援教育補助金15人、ふれあい相談員6人、教育指導員2
人、交通指導員5人

調理補助員、給食運搬員、学習支援員、特別支援教育補助
金、ふれあい相談員、教育指導員、交通指導員の追加任用に
より円滑な学校運営が行えた。

6,679,589 6,679,589 6,677,000 2,589 0 R3.3.31

8
地域活性化商品
券事業

①外出自粛の影響により収入が減少した市内の小規模事業
者及び飲食店事業者の事業継続を支援。
②全体の経費のうち、プレミアム商品券事業の上乗せ及び
事務費に充当する。なお、その他の経費は売上金150,000千
円。
③商品券プレミアム分45,000千円（3,000×15,000冊）
　事務費　17,750千円
④商品券購入者（市民・市内在勤・在学）

市内の事業所で使えるプレミアム付商品券（購入金額10,000
円で13,000円分）を発行し、購入希望者に対して抽選で販売し
た。

成果数値
プレミアム付商品券販売数         14,708冊
商品券換金額         190,606千円

204,707,976 204,707,976 44,760,000 159,947,976 0 R3.3.23

9
子ども・子育て支
援交付金

①小学校の休校措置に伴う学童保育室の開設時間延長など
の運営団体への財政支援及び登室自粛要請に係る日割り
計算による減額することで、学童保育室の事業継続と各家庭
を支援。
②全体の経費のうち国県の負担金等を除いた額。なお、その
他の経費は、放課後児童健全育成事業費補助金（埼玉県）
18,746千円及び新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交
付金1,000千円、学童保育室保護者負担金減額分△14,800
千円。
③保護者負担金減額分14,800千円、補助金42,440千円
④学童保育室19支援

小学校の休校措置に伴う学童保育室の開設時間延長などの
運営団体への財政支援及び登室自粛要請に係る日割り計算
による減額することで、学童保育室の円滑な運営が行えた。

成果数値
保育室入所者数（延べ）         8,624人

22,844,120 22,844,120 7,781,000 7,281,000 7,782,120 0 R3.3.31

10 学校給食事業

①夏季休暇中に授業を行うため、小中学生の給食費を免除
することで、各家庭を支援する。
②支援金として給食費の減免相当額を給付する。
③小学校2,828人×222円×8日間
中学校1,558人×275円×8日間　合計8,451千円
④児童・生徒

学校の臨時休業に伴い、不足した授業時間数を確保するた
め、夏休み期間を短縮して授業を実施し、この期間に簡易給
食を提供した。
また、この間の給食費については、免除とした。

8,371,823 8,371,823 8,371,000 823 0 R2.9.4

11 学校運営事務

①修学旅行キャンセル料の補助することで、家庭負担の軽
減を図る。
②経費の全額に交付金を充てる。
③修学旅行キャンセル料2,588千円
④小学校6年生・中学校3年生の保護者

修学旅行キャンセル料を補助し、家庭負担の軽減を図った。 2,554,361 2,554,361 2,554,000 361 0 R3.2.12

12 災害対応事業

①市が開設する避難所での感染症の感染拡大を防止するた
め必要な資機材を購入する。
②全体の経費のうち寄附金（300千円）を除く経費に交付金を
充てる。
③消耗品1,284千円、備品購入費534千円
④避難所となる各施設

避難所等での感染症の拡大を防止するため、必要な資機材
の整備を行った。
 ＜主な資機材＞
  ・ 消毒液（15kg一斗缶）             30 缶
  ・ フェイスシールド                    250 個
  ・ 不織布つなぎ・感染防止衣     29 着
  ・ 非接触型赤外線温度計         60 台
  ・ 災害用パーテーション          100 世帯分
  ・ マスク                               12,500 枚
  ・ 除菌電解水給水器                  1 台

1,811,859 1,811,859 1,511,000 300,859 0 R2.9.24

13
リモート窓口推
進事業

①出張所と本庁のリモート通話システム機器購入すること
で、感染拡大防止を図る。
②事業の全額に交付金を充てる。
③消耗品54千円、役務費（通信料）501千円、備品購入費926
千円
④本庁舎8セット、出張所4セット

出張所で取り扱う関係課（危機管理課、税務課、収税課、環境
課、市民課、子育て応援課、長寿いきがい課、保険年金課）の
業務について、タブレット端末を用いたビデオ通信により、来所
者と本庁職員のお互いの顔が見える環境で、きめ細やかな相
談業務が可能となった。

成果数値
リモート通話件数              38件
リモート通話時間（延べ）  285分

1,005,296 1,005,296 1,005,000 296 0 R3.3.31

14 乳幼児支援事業

①サーモグラフィーカメラを購入し、検診やイベントなどで活
用することで、感染症の拡大防止を図る。
②経費の全額に交付金を充てる。
③備品購入費1,500千円
④保険相談センター

サーモグラフィーカメラを2台購入し検診等で活用した。 1,496,000 1,496,000 1,496,000 0 R2.9.4

15
学校保健特別対
策事業費補助金

①小学校の再開に伴う物的体制の整備することで感染症の
拡大を防止する。
②経費の全額のうち国庫補助金を除いた額に交付金を充て
る。
③消耗品費、備品購入費　計8,500千円
④小学校6校

各小学校において感染症対策に必要な物品を購入した。 8,500,409 8,500,409 4,250,000 4,250,000 409 0 R3.2.22

Ｎｏ 事業名

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

実績
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16
学校保健特別対
策事業費補助金

①中学校の再開に伴う物的体制の整備することで感染症の
拡大を防止する。
②経費の全額のうち国庫補助金を除いた額に交付金を充て
る。
③消耗品費、備品購入費　計6,500千円
④中学校6校

各中学校において感染症対策に必要な物品を購入した。 6,500,585 6,500,585 3,250,000 3,250,000 585 0 R3.2.26

17
小学校校舎情報
通信ネットワーク
整備事業

①GIGAスクール構想の早期実現を図り、ICTを活用した教育
を行うことで、学びの深化を図る。
②国庫補助金の対応分である端末代を除く経費に交付金を
充てる。
③備品購入費119,353千円
内訳　セットアップ費用17,600円×2,887台
　　　　ドリル教材　2,795,100円×6校分
　　　　授業支援ソフト等　21,340円×2,426台
④小学校6校

○ 国の教育のＩＣＴ化に向けたＧＩＧＡスクール構想に基づき、
小学校の全児童１人１台の学習用端末や小学校６校における
校内通信ネットワーク網を整備した。

○ 各教室内のＷｉ－Ｆｉルータ設置に当たり、アクセスポイント
の位置や、使用していない時のアクセスポイントからの電波停
止など、電磁波の影響を抑える対策を実施した。

224,681,339 224,681,339 88,045,000 94,794,000 41,842,339 0 R3.3.18

18
中学校校舎情報
ネットワーク整備
事業

①GIGAスクール構想の早期実現を図り、ICTを活用した教育
を行うことで、学びの深化を図る。
②国庫補助金の対応分である端末代を除く経費に交付金を
充てる。
③備品購入費80,282千円
内訳　セットアップ費用17,600円×1,619台
　　　　ドリル教材　3,257,100円×6校分
　　　　授業支援ソフト等　21,340円×1,511台
④中学校6校

○ 国の教育のＩＣＴ化に向けたＧＩＧＡスクール構想に基づき、
中学校の全生徒１人１台の学習用端末や中学校６校における
校内通信ネットワーク網を整備した。

○ 各教室内のＷｉ－Ｆｉルータ設置に当たり、アクセスポイント
の位置や、使用していない時のアクセスポイントからの電波停
止など、電磁波の影響を抑える対策を実施した。

132,066,481 132,066,481 48,139,000 59,227,000 24,700,481 0 R3.3.18

21 図書館運営事務

①本に付着するウイルスを滅菌する消毒器の購入し、感染
予防を図る。
②経費の全額に交付金を充てる。
③備品購入費2,381千円
④市立図書館

本に付着するウイルスを滅菌する消毒器の活用により、感染
予防を図った。 2,380,400 2,380,400 2,380,000 400 0 R2.10.31

23
地域公共交通臨
時支援事業

①緊急事態宣言に伴う外出自粛要請により、利用者の減少
等の影響を受けている公共交通事業者に対して、事業継続
を支援することで、地域の交通事業者を保護する。
②経費の全額に交付金を充てる。
③臨時支援金1,790千円
内訳　バス事業者　10万円×16系統
　　　　タクシー事業者　1万円×19台
③市内バス・タクシー事業者

新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言に基づく外出
自粛要請により大きな影響を受けている地域公共交通事業者
に対して、事業継続のための支援金を交付した。
成果数値
件数：7事業者

1,770,000 1,770,000 1,770,000 0 R2.9.3

24
感染防止対策事
業

①公共施設の各種感染症対策を実施し、感染予防を図る。
②経費の全額に交付金を充てる。
③非接触型体温計、飛沫防止スクリーン　計1,242千円
④各公共施設

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、顔認証サー
マルカメラ手指衛生管理システムやアクリルパーテーション等
を購入した。

1,241,088 1,241,088 1,239,000 2,088 0 R2.6.5

25
子どものための
教育・保育給付
事業

①登園自粛で減額された保育料収入分を給付することで、施
設の支援を行う。
②全体の経費のうち国県の負担金を除いた額。なお、その他
の経費は、子どものための教育・保育給付費負担金4,371千
円（うち埼玉県1,203千円）。
③施設型給付費給付金5,575千円
④認定こども園及び地域型保育事業所

登園自粛で減額された保育料収入分を給付することで、施設
の支援を行った。 5,574,610 5,574,610 3,168,000 1,203,000 1,203,610 0 R3.3.31

26
公立保育所保育
運営事業

①自粛日数分に係る保育料又は副食費を返金することで、
各家庭を支援する。
②経費の全額に交付金を充てる。
③保護者負担金減額分2,040千円
④公立保育所に入所している児童の保護者

自粛日数分に係る保育料又は副食費を返金することで、各家
庭を支援した。 3,388,576 3,388,576 2,039,000 1,349,576 0 R3.3.31

27
民間保育園等児
童保育委託事業

①民間保育園に在籍する児童について、保育料の自粛日数
分を返金することで、各家庭を支援する。
②全体の経費のうち国県の負担金等を除いた額。なお、その
他の経費は、子どものための教育・保育給付費負担金5,626
千円（うち埼玉県1,548千円）。
③保護者負担金減額分7,174千円
④保育所入所児童保護者

民間保育園に在籍する児童について、保育料の自粛日数分
を返金することで、各家庭を支援した。 7,176,300 7,176,300 4,078,000 1,548,000 1,550,300 0 R3.3.31

28
学校保健特別対
策事業費補助金

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業）
①学校再開等にあたり集団感染のリスクを避けるため、学校
設置者が実施する保健衛生用品等の整備に必要な経費を
支援するもの。
②感染症対策のための非接触型体温計等購入経費
③非接触型体温計１　11,000円×25個=275,000円、
非接触型体温計２　6,248円×58個=362,384円、
エタノール製剤　9,180円×15個=137,700円、
防護服　880円×50着=44,000円、
フェイスガード　9,900円×2個=19,800円
④市内小中学校12校

集団感染のリスクを避けるため、保健衛生用品を購入した。 838,000 838,000 419,000 419,000 0 0 R2.6.5

29

公立学校情報通
信ネットワーク環
境施設整備費補
助金

①小中学校の校内ＬＡＮを整備することで、GIGAスクール構
想を円滑に推進する。
②③④
小中学校数　12校
小中学校校舎無線LAN整備委託料　146,301千円

○ 国の教育のＩＣＴ化に向けたＧＩＧＡスクール構想に基づき、
小中学校における校内通信ネットワーク網を整備した。

 ○ 各教室内のＷｉ－Ｆｉルータ設置に当たり、アクセスポイント
の位置や、使用していない時のアクセスポイントからの電波停
止など、電磁波の影響を抑える対策を実施した。

146,300,000 146,300,000 60,908,000 85,391,000 1,000 0 R3.3.18

30
学校施設環境改
善交付金

（安全で安心にスポーツができる体育館・武道場の施設整備
に係るもの）
①体育施設のエアコンを換気型のものに更新するとともに、
冷暖房能力の増強のために機器を更新することで、感染症
を予防する。
②空調設備の更新に要する経費、設計及び工事管理に要す
る経費
③空調熱交換調湿換気システム更新工事　79,731千円
設計業務委託　3,190千円
工事監理委託　1,870千円
④日高市文化体育館「ひだかアリーナ」

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、空調熱交換
調湿換気システム更新工事を実施した。 73,810,000 73,810,000 13,000,000 58,000,000 2,810,000 0 R3.8.30

31
学校臨時休業対
策費補助金

①学校の臨時休業の実施に伴い、学校給食のキャンセルが
生じたことから、食材等のキャンセル費用を支払うことで、事
業者を支援する。
②負担金
③学校臨時休業対策費負担金　2,952千円
④給食食材納入業者

学校給食のキャンセルに伴う食材等のキャンセル費用を事業
者へ支払い、支援した。 2,951,177 2,951,177 2,213,000 738,000 177 0 R2.7.28

32
障害者総合支援
事業費補助金

（特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービス
支援事業）
①特別支援学校等の臨時休業に伴い、放課後等デイサービ
ス支援事業を利用した世帯への利用者負担の増加に対する
補助をする。
②全体経費のうち国負担金を除いた額
③対象実児童数3人　4,885円
④特別支援学校に通う児童生徒の保護者

特別支援学校等の臨時休業に伴い、放課後等デイサービス
支援事業を利用した世帯への利用者負担の増加に対する補
助を行った。

4,855 4,855 1,000 3,855 0 R3.3.31

33
文化体育館維持
管理事業

①市内公共施設の指定管理者が実施した休業要請、施設再
開及び再開後の運営等への対応に対して協力金を支給す
る。
②指定管理業者への協力金
③協力金8,327千円
④指定管理者1社

市内公共施設の指定管理者が実施した休業要請、施設再開
及び再開後の運営等への対応に対して協力金を支給した。 8,238,784 8,238,784 8,125,000 113,784 0 R3.3.22

35 予防接種事業

①新型コロナウイルスと症状の見分けが難しい季節性インフ
ルエンザの感染及び重症化を予防するため、ワクチン接種に
係る費用の一部（上限2,000円/人）を助成する。
②予防接種助成金
③2,000円/人×1,612人=3,224千円
　2,000円未満×18人=28千円
　全体規模1,630人分　3,252千円
④未就学児から中学校2年生、妊婦

インフルエンザ予防接種について、高校受験を控えた中学３
年生を無料としたほか、2,000円を上限に「生後６か月から中学
２年生までの子ども」及び「妊婦」の接種費用を助成し、重症化
の予防、周囲へのまん延を予防した。

4,097,400 4,097,400 4,097,000 400 0 R3.3.24

37 予防接種事業

①新型コロナウイルスと症状の見分けが難しい季節性インフ
ルエンザの感染及び重症化を予防するため、ワクチン接種に
係る費用を全額助成する。
②予防接種委託料のうち県補助分（10,172千円）を除く部分
③予防接種委託料27,513千円
④高齢者（65歳以上）

症状が重症化しやすい高齢者に対して、高齢者予防接種を実
施し、病気のまん延を予防した。 61,483,180 27,513,000 16,495,000 11,018,000 33,970,180 R3.1.26
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38 学校支援事業

①スクールサポート事業として補助されない部分（共済費及
び通勤費費用弁償（スクールサポートスタッフ分））
②共済費、旅費。なお、その他の経費は、20,593千円が県か
らの新型コロナウイルス感染症・学習支援事業費補助金及
びスクールサポートスタッフ配置事業費補助金。雇用保険被
保険者負担金69千円。
③共済費・費用弁償　合計495千円
④小中学校12校

スクールサポート事業として補助されない部分（共済費及び通
勤費費用弁償（スクールサポートスタッフ分））を補助した。 303,403 303,403 303,000 403 0 R3.3.31

39 成人式開催事業

①成人式をオンライン開催することで、感染拡大を防止す
る。
②配信委託料
③配信委託料143千円
④新成人

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、式典は主催者と
来賓を限定した成人式実行スタッフ18人のみでの開催とライブ
配信を行った。

143,000 143,000 143,000 0 R3.1.12

40
庁舎維持管理事
業

①庁舎入口にサーモグラフィカメラを設置することにより、感
染症対策を行う。
②備品購入費
③サーモグラフィカメラ1台　264千円
④市役所本庁舎

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、顔認証サー
マルカメラ手指衛生管理システムを購入した。 264,000 264,000 264,000 0 R3.3.8

41
小学校維持管理
事業

①空調設備が老朽化しており、コロナ禍での換気及び通気に
対応するため、空調設備の更新を行う。
②③空調設備更新工事1,716千円
④高萩小学校保健室

高萩小学校保健室の空調設備の改修工事を実施した。 1,716,000 1,716,000 1,716,000 0 R3.3.31

42
小規模事業者等
支援事業

①新型コロナウイルス感染症拡大防止のために社会活動全
体が低下し、売上等が減少した事業者を支援することで、地
域経済の停滞を食い止める。
②全額
③給付金額100千円×1,100事業者=110,000千円
、事務費（消耗品費・通信運搬費）388千円
④任意のひと月で前年同月と比較して20％以上売上が減少
した企業等

売上高が減少した小規模事業者等に対し支援給付金
（100,000円）を支給した。

成果数値
給付金交付件数　932件

93,314,504 93,314,504 89,142,000 4,172,504 0 R3.8.6

43
ひだか花いっぱ
い事業

①花を病院や公共施設に飾ることで、花きの消費拡大を促
すとともに、病院関係者及び利用者、来庁者や職員への癒し
効果が期待できる。
②花木購入費用（消耗品）及び事務費
③22,000円×10箇所×12ヵ月=2,640千円
　事務費（消耗品）20千円
④花木事業者、病院（利用者、医療関係者）、庁舎（市民、職
員）

花を病院や公共施設に飾ることで、コロナ禍で落ち込んでいる
花きの消費拡大を促した。

成果数値
花き展示医療機関数：7件

2,437,730 2,437,730 2,437,000 730 0 R4.3.31

44
社会福祉施設等
応援給付金支給
事業

①感染のリスクがある中、地域の福祉提供体制を維持し、市
民生活に貢献した社会福祉施設等に対し、引き続き今後の
提供体制の確保を応援する。
②応援給付金
③グループホーム　200千円×24施設=4,800千円
　日帰り通所サービス等　100千円×25施設=2,500千円
　事務費（通信料）10千円
④障がい福祉施設

感染のリスクがある中、地域の福祉提供体制を維持し、市民
生活に貢献した社会福祉施設等に対し、社会福祉施設等応援
交付金を支給した。

 ・ 交付金支給額        7,300,000円
 ・ 支給事業所数         49  事業所
  ＜内訳＞
   交付金額20万円の事業所        24  事業所
    共同生活援助事業所（グループホーム）
   交付金額10万円の事業所        25  事業所
    生活介護事業所、就労継続支援事業所、放課後等デイ
サービス事業所など

7,300,000 7,300,000 7,300,000 0 R3.3.25

45
社会福祉施設等
応援給付金支給
事業

①幼稚園、託児所及び児童福祉施設に対して、さらなる感染
防止対策を支援し、サービス体制を確保する。
②応援給付金
③④児童福祉施設等　200千円×3施設=600千円
　民間保育園、学童等　100千円×28施設=2,800千円
　事務費（通信料）2千円

幼稚園、託児所及び児童福祉施設に対して、さらなる感染防
止対策を支援するため、社会福祉施設等応援交付金を支給し
た。

 ・ 交付金支給額       3,400,000円
 ・ 支給事業所数         31  施設
  ＜内訳＞
   交付金額20万円の事業所        ３  施設
    児童養護施設、乳児院、小規模住居型児童養育施設
   交付金額10万円の事業所        28  施設
    保育所、認定こども園、地域型保育事業所、学童保育室、
幼稚園、認可外保育施設、児童家庭支援センター

3,400,000 3,400,000 3,400,000 0 R3.3.26

46
社会福祉施設等
応援給付金支給
事業

①新型コロナウイルス感染症へ対応している市内高齢者施
設事業所等を応援し、地域のサービス提供体制を確保する。
②応援給付金
③介護施設（大規模）600千円×4施設=2,400千円
　介護施設（小規模）200千円×6施設=1,200千円
　介護施設（通所型）100千円×46施設=4,600千円
　事務費（通信料）12千円
④介護サービス提供事業者

新型コロナウイルス感染症へ対応している市内高齢者施設事
業所等を応援し、地域のサービス提供体制を確保するため、
社会福祉施設等応援交付金を支給した。

・ 交付金支給額         8,200,000円
・ 支給事業所数         56  事業所
 ＜内訳＞
  交付金額60万円の事業所        ４  事業所
   介護医療院、指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設
 
  交付金額20万円の事業所        ６  事業所
   特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型
共同生活介護
 
  交付金額10万円の事業所        46  事業所
   訪問介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、
通所リハビリテーション、特定福祉用具販売・福祉用具貸与、
定期巡回・随時対応型訪問介護看護、認知症対応型通所介
護、地域密着型通所介護、居宅介護支援事業、予防支援事業

8,200,000 8,200,000 8,200,000 0 R3.3.29

47
社会福祉施設等
応援給付金支給
事業

①新型コロナウイルス感染症へ対応している市内医療機関
等を応援し、地域の医療サービス提供体制を確保する。
②応援給付金
③PCR病院2,000千円×4施設=8,000千円
　PCR一般診療所1,000千円×4施設=4,000千円
　一般診療所500千円×11施設=5,500千円
　歯科診療所200千円×20施設=4,000千円
　事務費（通信料）8千円
④医療機関

新型コロナウイルス感染症へ対応している市内医療機関等を
応援し、地域の医療サービス提供体制を確保するため、社会
福祉施設等応援交付金を支給した。

・ 交付金支給額         21,500,000円
・ 支給医療機関数         39機関
 ＜内訳＞
  交付金額200万円        ４機関
  交付金額100万円        ４機関
  交付金額 50万円        11機関
  交付金額 20万円        20機関

21,500,000 21,500,000 21,500,000 0 R3.3.31

48
ひとり親家庭等
生活支援事業

①市内で利用できる地域商品券を配付することにより、貧困
家庭を支援するとともに市内経済の消費喚起を促す。
②地域商品券の購入
③地域商品券6,000円×700人=4,200千円
　事務費（郵送料等）300千円
④ひとり親家庭等

新型コロナウイルス感染症の影響を受けているひとり親家庭
等の生活を支援するため、ひとり親家庭等の子ども１人当たり
6,000円分の地域商品券を配布した。

4,461,505 4,461,505 4,200,000 261,505 0 R3.9.3

49
地域公共交通臨
時支援事業

①緊急事態宣言に伴う外出自粛要請により、利用者の減少
等の影響を受けている公共交通事業者に対して、事業継続
を支援することで、地域の交通事業者を保護する。
②経費の全額に交付金を充てる。
③④臨時支援金
　バス事業者　15万円×21系統=3,150千円
　タクシー事業者　2万円×17台=340千円

新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言に基づく外出
自粛要請により大きな影響を受けている地域公共交通事業者
に対して、事業継続のための支援金を交付した。
成果数値
件数：7事業者

3,490,000 3,490,000 3,490,000 0 R3.3.29

50
庁舎等維持管理
事業

①アルコール消毒液の設置等を行うことにより、新型コロナ
ウイルス感染症対策を講じる。また、市民等が利用するトイレ
を改修し、新型コロナウイルス感染症対策を講じる。
②③消耗品及び備品（ノータッチ式ディスペンサー、消毒液、
フェイスガード、不織布マスク、サーマルカメラ、アクリルパー
テーション、非接触型体温計等）
合計5,572千円
④市役所

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、アクリルパー
テーション等を購入した。 5,316,388 5,316,388 5,033,000 283,388 0 R4.3.29
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51
小学校維持管理
事業

①小学校の保健室の空調設備は老朽化しており、通常使用
時でも限界の状況。コロナ禍での換気及び通気に対応する
ため空調設備の更新を行う。また、トイレを、感染症蔓延防止
のため、和便器から蓋つき温水洗浄便座に改修する。
②③空調設備更新工事6,300千円
　職員トイレ改修工事2,700千円
④小学校

コロナ禍での換気及び通気に対応するため空調設備の更新を
行った。また、トイレを、感染症蔓延防止のため、和便器から
蓋つき温水洗浄便座に改修した。

8,797,800 8,797,800 6,200,000 2,597,800 0 R3.10.4

52
学校保健特別対
策事業費補助金

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）
①小中学校の教育活動を継続するための感染症対策に必
要な物品の購入等を行う。
②③消耗品、備品購入
合計12,800千円
④小中学校

小中学校の教育活動を継続するための感染症対策に必要な
物品の購入等を行った。 12,772,050 12,772,050 6,386,000 6,386,000 50 0 R3.11.19

53
中学校維持管理
事業

①中学校の保健室の空調設備は老朽化しており、通常使用
時でも限界の状況。コロナ禍での換気及び通気に対応する
ため空調設備の更新を行う。
②③空調設備更新工事4,066千円
④中学校

コロナ禍での換気及び通気に対応するため空調設備の更新を
行った。 4,064,500 4,064,500 3,000,000 1,064,500 0 R3.10.4

54
公民館維持管理
事業

①コロナ禍のため、市内４公民館のトイレを、感染症蔓延防
止のため和便器から蓋つき温水洗浄便座に改修する。
②③トイレ改修工事8,400千円
④公民館

コロナ禍のため、市内４公民館のトイレを、感染症蔓延防止の
ため和便器から蓋つき温水洗浄便座に改修した。 7,977,200 7,977,200 6,000,000 1,977,200 0 R3.10.12

55
総合福祉セン
ター維持管理事
業

①アルコール消毒液の設置等を行うことにより、新型コロナ
ウイルス感染症対策を講じる。また、トイレを改修し、新型コ
ロナウイルス感染症対策を講じる。
②③消耗品及び備品（便座クリーナー用ディスペンサー、足
付きアクリルパーテーション、消毒用アルコール、検温オート
ディスペンサースタンド、空気清浄機、サーキュレーター）
1195千円
　トイレ改修工事1,272千円
④総合福祉センター

アルコール消毒液の設置等及び、トイレの改修を行うことによ
り、新型コロナウイルス感染症対策を講じた。 2,372,785 2,372,785 2,095,000 277,785 0 R3.10.2

57
ＩＣＴ管理運営事
務

【サテライトオフィスのＩＣＴ環境整備】
①職員同士の接触を低減し、新型コロナウィルスの感染症予
防を図るため、Wi-Fi環境等を整備することで、会議室等を容
易にサテライトオフィスとして執務できるようにする。
②③ICT環境整備委託料　20,948千円
④市役所

新型コロナウイルス感染症対策のため、301会議室、理事者控
室、公民館等にサテライトオフィスを設置した。 14,160,400 14,160,400 14,160,000 400 0 R4.2.3

58
コンビニ交付事
業

①コンビニ交付を導入することで、市役所での密集を減らし、
新型コロナウイルス感染症などの感染防止を進めることが可
能となる。また、土日祝日など閉庁日を気にすることなく、市
民が諸証明の取得が可能となり、、市民が密集を気にするこ
となく安心安全で、利便性の高い行政サービスが実現でき
る。
②コンビニ交付に必要な経費全額
③コンビニ交付システム構築委託料24,882千円
　LGWAN接続委託料330千円
　事務費（旅費、消耗品費）107千円
　コンビニ交付委託手数料117円×2,780件=326千円
　コンビニ交付クラウド利用料2,904千円
　コンビニ交付システム機器1,899千円
　J-LIS負担金1,364千円
④市役所

新型コロナウイルス感染症への対応として、コンビニ交付シス
テムを構築し、事業を開始した。 28,959,819 28,959,819 28,951,000 8,819 0 R4.3.31

59
移住定住促進事
業

①コロナ禍により、東京からの人口の流出傾向があり、都心
から約1時間という距離にある本市の良さをPRすることで、本
市への移住を促すとともに、市民の定住促進を図る。
②③ホームページ改修委託料1,248千円
④市役所

市ホームページ内にある「ひだか暮らしのページ」を移住定住
に特化したページにリニューアルした。 1,247,400 1,247,400 1,048,000 199,400 0 R3.11.10

60
生涯学習セン
ター維持管理事
業

①新型コロナウィルスの問い合わせが増えている保健相談
センターの電話回線を増設し、問い合わせ対応をスムーズに
行う。
②③電話機等機器一式（設置工事費含む）293千円
④生涯学習センター

新型コロナウィルスの問い合わせが増えている保健相談セン
ターの電話回線を増設したことにより、対応を円滑に行えた。 282,590 282,590 197,000 85,590 0 R3.3.14

1,356,727,442 1,322,757,262 241,637,000 817,380,000 0 263,740,262 33,970,180合計


